
要 旨

眠れる巨象にもたとえられていたインドが、近年注目を集めている。インドへの投資を真剣に考え

る日本企業も多い。注目される理由の第一は、いわゆる「BRICs」のひとつに挙げられたことであろ

う。また、国際収支が非常に好調である点も大きい。総合収支の黒字が続き外貨準備がつみあがり、

２００３年度末には対外債務を超えた。国際収支に貢献する、ITソフトウエア・サービス業の躍進も、

インドが注目をあびる要因のひとつである。好調な国際収支に加え、対外債務のGDP比も低い。経

済成長も堅調で、天候に左右される農業の不振があってもGDP成長率は４％以上を保っている。し

かし、注目を浴びているとはいえ、ゴールドマン・サックスの「BRICsレポート」の見通しは、為替

レートの大幅なきり上がりを前提としており、楽観的すぎる感が否めない。

そこで、インドの位置づけを同程度の人口をもつ中国との比較で検討してみると、興味深いことに

両者ともほぼ同時期（１９８０年前後）に経済改革に取り組んでいることがわかる。しかし、その結果

には大きな開きが生じた。１９８０年から２００３年までの２３年間の平均実質GDP成長率はインドが５．７％で

あるのに対し、中国は９．５％と非常に高い。その結果、両国の経済格差は大きく拡大し、一人当たり

GDPで見ると１９８０年の１．２倍から、２００３年には２．１倍に拡大している。

同じ時期に自由化を開始したとはいえ、中国とインドでは、その程度が異なっていたことが格差を

まねいた要因のひとつと考えられる。中国が大胆な自由化を進めたのに対し、インドは閉鎖的経済を

ひきずったままでいた。例えば、インドの関税率は、他のアジア諸国に比してかなり高い。国内市場

のみを相手にしてきた結果、貿易依存度は低く、中国の半分程度に過ぎない。また世界に占めるシェ

アで見ても、インドの輸出入は低い。閉鎖的な経済は、直接投資の額にも現れている。中国と比較す

ると、１９９０年代半ばから大きく差を空けられ、近年ではその差は１０倍を超えている。アセアンの諸

国との比較でも、例えばマレーシア、タイと絶対額で比べると、１９９０年代前半はかなり差をつけら

れている。GDP比では、フィリピンより小さい。

また、中国との格差をもたらした別の要因として、中国の投資率がインドを圧倒していることが挙

げられる。小規模企業を保護するための大中企業の参入規制が、工業部門の生産性の向上の阻害要因

となっていることも要因のひとつといえよう。中国との違いは、産業構造にも現れている。中国は、

ここ２０年で農業の比率が低下する一方工業の比率が上昇し、工業が経済を牽引していったことが窺え

る。インドは、農業の比率がいまだ高い上に、サービス業がGDPの半分を超えている。

現状でもGDPの６～７％成長は達成可能と言われているが、それも天候に左右される農業のでき

如何である。インドが安定した成長を目指す上では、いくつかの課題がある。第一に工業部門の成長

による経済牽引を図ることが重要である。ITソフトウエア・サービス産業は、国際収支の面から大

きな貢献をしており、今後とも成長が見込まれるが、インド全体からみればそのシェアは小さく、雇

用の面からも所得の面からも牽引車となることは期待できない。

インフラの整備は、インドが持続的な成長を達成するために最も重要な課題のうちの一つである。

なかでも電力と交通のインフラ整備の推進が不可欠である。インフラの整備を行う上で、財政手当て

が不可欠であるが、中央および地方政府はGDP比計９％を超える大きな赤字を抱えている。対外債

務は問題ないものの、公的国内債務は大きい。中央政府は、２００３年に財政責任・予算管理法を制定

し、赤字削減に努めることとしているが、インフラ投資を持続しつつ財政の均衡を図るという難問の

解決を迫られている。財政赤字の動向には、引き続き注目していく必要があろう。

国際審査部次長 臼居 一英

注目されるインド―その位置づけ―
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はじめに

巨大な人口を抱えたインドは、長く停滞を続

け、眠れる巨象にもたとえられていた。そのイン

ドが、堅調な経済もあり近年注目を集めている。

インドへの投資を真剣に考える日本企業も多い。

本稿＊１では、なぜインドが注目を集めているか、

まずその理由を探る。そして、同程度の人口を持

ち、同じような時期（１９８０年代）に自由化をは

じめた中国とインドの経済成長の軌跡を比較し、

成長の違いから中国とインドに大きな格差が生じ

ていることを明らかにしたい。さらになぜそのよ

うな結果となったか、その要因について考察す

る。最後に、格差をもたらした要因を念頭に、イ

ンド経済が持続的成長を達成する上での課題につ

いて述べたい。

第１章 注目されるインド

インドは巨大な国である。人口は約１１億人、中

国の約１３億人に次ぐ規模で、世界の人口の１６．３％

を占める。国土の広さは、世界７位であり、石

炭、鉄鉱石などの天然資源も多く産する。一方

で、インドは長く停滞を続けていた。このような

インドが、今なぜ注目をあびるようになったか、

以下見て行きたい。

（１）BRICsレポート

注目される理由の一点目は、いわゆる「BRICs」

のひとつに挙げられたことであろう。「BRICs」

とは、ブラジル（B）、ロシア（R）、インド（I）、

中国（C）の頭文字をとったもので、２００３年１０月

に米国投資銀行のゴールドマン・サックスが

「Dreaming With BRICs: The Path to２０５０」と

いうレポート（以下「BRICsレポート」）を発表

したことに由来している。

同レポートでは、ブラジル、ロシア、インド、

中国の４カ国のGDPの合計が、２０５０年までにG６

（日、米、英、独、仏、伊）のGDPの合計を上

回るとしており、以来、BRICs４カ国は以前にも

まして注目を浴びるようになった。インドについ

ては、２０３２年にGDPが日本を超え、２０５０年には、

中国、アメリカに次ぐ世界第３位の経済となると

推計している。

（２）良好な国際収支、つみあがる外貨
準備

注目される理由の二点目として国際収支が非常

＊１ 本稿執筆にあたっては、データ収集、一部分析で、国際審査部中谷恵一副調査役の多大な協力を得た。

＊２ インドの財政年度は、４月１日から翌年３月３１日。
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に好調である点があげられる。１９９８年度＊２からの

国際収支を見ると（図表1）、総合収支の黒字が

続き外貨準備がつみあがり、２００３年度末には対

外債務（１，１２６億ドル）を超える、１，１３０億ドル

となっていることがわかる。中でも目を引くの

は、赤字が続いていた経常収支が２００１年度に黒

字化し、現在に至っている点である。

図表2で経常収支の内訳を見ると、貿易収支の

赤字が１００数十億ドルで、民間送金（在外インド

人からの送金）がそれとほぼ同じ程度の額で推移

していることがわかる。そしてIT関連サービス

輸出が増大するにつれて経常収支が改善し、

２００１年度から黒字化したという様子が見て取れ

る。

（３）ITセクターの躍進

このようにIT関連サービス輸出が伸びている

ことに現れているように、ITソフトウエア・

サービス業の躍進は、インドが注目をあびる要因

のひとつである。ITソフトウエア・サービス業

とは、コンピューターソフトの開発のほか、コン

ピュータープログラムの保守、開発、データ入

力、ヘルプデスクといったバックオフィス業

務＊３、さらにコールセンターなどを含めたものを

言う。インドでなぜITソフトウエア・サービス

業が躍進しているかについては、様々な説明がな

されているが、要約すれば、英語および理数系の

能力の高い大卒学生が多いこと、その割りに低賃

金であること（アメリカの１０～５０％といわれる）、

アメリカやイギリス在住のITビジネスにたずさ

わるインド人の役割が大きいこと、政府の優遇策

（税制優遇措置、インフラの優先供給なと）など

があげられよう。

（４）小さい対外債務

好調な国際収支に加え、対外債務＊４のGDP比が

低く、かつ減少傾向にある点も近年のインドの特

徴である。１９９５年にGDP比２６．６％であった対外

債務は、２００２年で２０．５％と中国（１３．３％）とな

らんで低い水準となっている（図表3）。

＊３ インドへのバックオフィス業務のアウトソースは、１９９５年にアメックスが先駆けとなり、１９９８年にはGEがこれに続き、今で

は約１，４００の企業が同業務を移管している。委託される事業は、コールセンターやカスタマーサービスをはじめ、単なるデー

タの入力から会計事務、クレジットカードや保険会社のデータ管理事務まで多岐に亘っているとのこと（バンガロール、Dell

社聴取による）。

＊４ インドの２００３年度末現在の対外債務の内訳は、国際機関が２９６億ドル（対外債務残高の２６％）、二国間１７５億ドル（同１６％）、

貿易信用４６億ドル（同４％）、対外商業借入２２３億ドル（同２０％）、在外インド人（NRI：Non Resident Indian）の預金３１２億

ドル（同２８％）、ルピー債務２７億ドル（同２％）、短期債務４７億ドル（同４％）となっている。NRI預金がもっとも多く、また

それ以外では、国際機関や二国間借入が大きい点が特徴的である。

図表1 国際収支と対外債務

注）本文中の図において特に断りの無い限り、年は、インド財政年
度（４月～翌年３月）

出所）Reserve Bank of India, Annual Report２００３―２００４およびEco-
nomic Survey，２００３―２００４，Ministry of Finance

図表2 経常収支の推移

出所）Reserve Bank of India, Annual Report２００３―２００４およびEco-
nomic Survey，２００３―２００４，Ministry of Finance
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（５）堅調な経済成長

図表4の折れ線が実質GDP成長率であるが、こ

こ数年４％以上の成長を保っていることが見て

取れる。農業の成長への寄与度は、雨量の少ない

１９９７、１９９９、２０００、２００２年度はゼロないし、マ

イナスであった。それらの年には実質GDP成長

率も低下していることがわかる。特に２００２年度

は、例年にない旱魃に見舞われ、農業の成長率は

マイナス５．２％（寄与度マイナス１．１％）となっ

た。しかし、農業が不振でも工業およびサービス

業の成長が堅調であるため、全体のGDP成長率

は４％以上を保っている。

（６）BRICsレポートの見通し；２０３２年
に日本を越える？

以上述べたように、インドが注目を浴びるにい

たった要因にはいろいろあるが、目覚しい成長を

約束するようなゴールドマン・サックスの

「BRICsレポート」の見通しは、果たしてその通

り実現されるのであろうか。第一章の最後に、ひ

とつだけ指摘しておきたい。

「BRICsレポート」によるインド、中国、日本

のそれぞれの経済成長の推計を抜き出したものが

図表5である。これによれば、インドの実質GDP

は２０３２年に日本を抜く。その時の一人当たり

GDPは４，１１０ドルとなるとしているが、今のマ

レーシア以上の所得である。この推計の前提と

なっているインドの実質GDP成長率の予測値は、

２００４年が５．９％、２００５～２０３２年が５．５～６．２％と、

過去の成長率からすると直感的にはおかしくな

い。一方、日本の実質GDP成長率は、同時期に

０．３～１．５％となっている。やや悲観的に過ぎる

観はあるが、見当違いとまでは言えまい。この推

計に問題があるとすれば、GDPをドルベースに

直して比較する時に使用している為替レートであ

ろう。２００３年をベースに計算してみると、イン

ドのケースでは、為替レートが２０３２年までに

２．１９倍に切り上がる＊５と前提している。（中国は

２．６３倍）その間円は１．２９倍になるとしている。

同レポートによれば、

「Currencies tend to rise as higher productiv-

ity leads economies to converge on Purchasing

Power Parity（PPP）exchange rates. There is a

clear tendency for countries with higher income

per capita to have exchange rates closer to PPP.

The BRICs economies all have exchange rates

that are a long way below PPP rates. … As

they develop and productivity rises, there will

be a tendency for their currencies to rise to-

wards PPP.」（Wilson２００３, p６）

図表3 対外債務比較（GDP比、％、２００２年）

注）暦年
出所）World Bank, World Development Indicators,２００４

図表4 セクター別GDP寄与度

出所）Economic Survey,２００３―２００４, Ministry of Finance

＊５ 切り上げ幅については、２００３年のドルベースの実質GDPを、同レポートの前提となっている２００４年以降の各年の予想成長率

により伸ばしたものと、当該年のレポート推計値と比較して算出した。
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確かに、例えば日本を見ても、１９７０年代初め

に変動相場制に移行して以来、３倍程度切り上

がっている。しかし、PPPが果たして成立するの

かどうかというそもそもの疑問は置くとしても、

２倍もの為替の上昇にインド経済が対応していけ

るかどうかは疑問である。同レポートはいささか

楽観的に過ぎるように思える。そこで、試みに為

替レート一定として計算しなおしたものが、図表

6である。インドが日本に追いつくのが２０４８年と

１６年遅れる計算となる。中国は２０３１年である。

さらに、為替一定の上に、日本の成長率が１％

以上である（１％未満の成長率をすべて１％に

直して計算）として推計してみる。その場合、

２０５０年の日本のGDPは７．５兆ドルで、インドの

７．３兆ドルを依然として上回る。

BRICsレポートは、楽観的すぎるのではないか

と思われる。それでは、インドの位置づけをどう

考えたらよいのか。まず、インド経済が、どのよ

うに成長してきたか、同程度の人口をもつ中国と

の比較で見て行きたい。

第２章 成長の軌跡：中国との比較

（１）同時期の経済自由化

両国の経済政策の歴史を見ると、興味深いこと

にほぼ同時期に経済改革に取り組んでいることが

わかる。インドについては、第二次石油危機や旱

魃による経済困難に対し、１９８０年政権に返り咲

いたインディラガンジーにより取組みが始まっ

た。一方中国は、１９７８年の共産党第１１期３中全

会にて「対外開放、対内改革」路線が確立された。

１９８０年以降東南沿岸部に複数の経済特区や経済

技術開発区が設立され、華南経済圏、長江流域経

済圏、環渤海湾経済圏が形成されていった。その

結果はどうであったか。

（２）成長の格差

１９８０年から２００３年までの２３年間の平均実質

GDP成長率はインドが５．７％であるのに対し、中

国は９．５％と非常に高い。図表7に見るように、

１９８０年の初めは、それぞれ８％弱とほぼ同程度

の成長であった。その後、中国は１９８２年を底に

急激に成長率を伸ばし、１９８４年には１５％を超え

る成長を遂げた。１９８９～９０年に成長は急降下し

たが、１９９２年には１４％を超え、その後も２０００年

前後の数年を除き、８％以上の成長を保ってい

る。 一方インドは１９８８年に１０％を超えたものの、

１９９０年の経済危機に直面し、 急速に落ち込んだ。

その後回復し堅調な成長を遂げたものの、４～

６％程度の成長にとどまっている。

（３）拡大する格差

その結果、両国の経済格差は大きく拡大してい

る。図表8を見ると、１９８０年には１．８倍程度の

図表6 GDP比較（為替一定）

注）暦年
出所）Wilson and Purushothaman２００３および筆者推計

図表5 GDP比較

注）暦年
出所）Wilson and Purushothaman２００３
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GDP規模の差であったものが、２００３年には２．３５

倍にまで開く結果となっている。図表9の一人当

たりGDPで見るとその差はさらに顕著である。

１９８０年には１．２倍とほぼ同程度であったものが、

２００３年には２．１倍に拡大している。

それではその経済格差をもたらしたもの、すな

わち経済成長の差をもたらした要因は何であろう

か。

第３章 成長格差の要因

（１）改革の限界

同じ時期に自由化を開始したとはいえ、中国と

インドでは、その程度が異なっていた。中国が大

胆に自由化をすすめて行ったことに比べ、自由化

に踏み切ったとはいえ、インドは閉鎖的経済をひ

きずったままでいたことが格差をまねいた大きな

要因ではなかろうか。

インドの経済政策の歴史を見ると、まず独立

後、国内市場を対象とした、輸入代替戦略＊６を推

進していった。１９５１年には、産業 （開発・規制）

法により民間企業を規制し計画経済を実施するこ

ととした。民間企業を誘導し、担当できる分野を

指定し、民間企業の操業には、ライセンスの取得

が必要とされた。しかし、経済は低迷、１９７９年

の経済危機を機に１９８０年に自由化に着手した。

とはいえ、規制が前提で、自由化を許可するもの

のみリストアップする、いわば「ポジティブリス

トアプローチ」（Panagariya２００４, p. ２２）が採用

され、統制主義的経済システムは温存された。

図表7 経済成長率の推移比較

注）中国は暦年
出所）Economic Survey,２００３―２００４, Ministry of Finance、中国統計

年鑑（２００４年）

図表9 一人当たりGDP比較

注）暦年
出所）World Bank, World Development Report,１９９３,２００５

図表8 GDPの推移比較

注）暦年
出所）World Bank, World Development Report,１９９３,２００５

＊６ １９５６～６０年度の第二次開発計画から本格的に開発戦略を実施。マハラノビスモデル（全経済を投資財生産部門と消費財生産部

門との２部門にわけ、前者への投資配分を大きくすることにより経済成長を加速）を理論的基礎とした、大規模な公共投資に

依存した輸入代替的な重工業化推進戦略を採用した。
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その「自由化政策」は、１９９１年の経済危機を

機に見直されこととなった。１９８８年からの景気

上昇により輸入が急増し、石油価格の上昇もあっ

て貿易収支の赤字が拡大したところへ湾岸戦争が

勃発、在外インド人労働者などの送金が大きく減

少し、外貨準備は一時輸入の２週間分にまで逼迫

した。この危機に対処すべくナラシマ・ラオ政権

は、IMFに融資を要請、IMFプログラムの下経

済安定化政策を実施し、一層の自由化を推進する

こととした。この時はじめて、１９８０年の改革と

異なり原則自由化、規制するもののみリストアッ

プする「ネガティブリストアプローチ」（ibid., p.

２２）に方針を転換したのである。

（２）閉鎖的経済

１９８０年代の自由化は限定的で、その進展は

１９９０年代を待たなければならなかった。その自

由化の成果はあがったが、しかし、限定的であっ

たと言わざるを得ない。以下その限界を様々な指

標をもとに見ていきたい。

A 高い関税率

自由化、対外開放を何回か実施し、例えば、

１９９１年に最高関税率を３００％から一挙に６５％に引

き下げている。その結果、１９９０年の関税率（単

純平均）が７６．６％であったのに対し、２００１年に

は同３１．０％に低下している。（図表１０）。しか

し、それでも、フィリピンの４．８％や、他のアジ

ア諸国が２０％以下であるのに比べればかなり高

くなっている＊７。

B 低い貿易依存度

国内市場のみを相手にしてきた結果、輸出およ

び輸入のGDP比を足したもの、すなわち貿易依

存度は相対的に低い。１９９２年に１８．９％であった

ものが２００２年には３１．８％に上昇したものの、中

国の５６．０％の半分程度に過ぎない（図表１１）。

世界に占めるシェアで見ても、インドの輸出入

は低い。輸出をみると中国が世界４位で５．８％で

あるのに対し、わずか０．７％。インドネシアに次

ぐ３１位である。輸入も中国３位５．３％に対し、イ

ンド０．９％、２４位といった地位に甘んじている

（図表１２）。

図表１０ 単純平均関税率比較

注）各国の左の棒グラフについて、インド１９９０年（暦年）、中国１９９２
年、マレーシア、タイ、インドネシア１９８９年、フィリピン、
１９８８年のデータをそれぞれ使用。右の棒グラフについては、全
て２００１年のデータ。

出所）World Bank, World Development Indicators,２００４

＊７ ただしインドは、２００４年に最高税率を２０％に引き下げている。

図表１１ 貿易依存度｛（輸出＋輸入）／GDP｝

注）暦年
出所）IMF International Financial Statistics Yearbook,２００４
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C 少ない直接投資

閉鎖的な経済は、直接投資＊８の額にも現れてい

る。図表１３で中国と比較すると、１９９０年代初は

あまり差がないものの、１９９０年代半ばから大き

く差をつけられている。２００３年では、中国の５３５

億ドルに対し４７億ドルと１０分の一以下であり、圧

倒的な差である。

中国は、特別直接投資が多いので、アセアンの

国と比較してみるとどうであろうか。図表１４によ

りマレーシア、タイと絶対額で比べると、１９９０

年代前半はかなり差をつけられていたことがわか

る。しかし、近年は、アセアン諸国への投資がむ

しろ低下している中、インドへの直接投資がそれ

らの国々を上回るという現象が見られる。インド

が注目される所以であろうか。ただし、経済規模

の観点から見るとやはり低い（図表１５）。GDP比

では、フィリピンより低くなっている。

図表１２ 世界貿易におけるシェア（２００３年）

出所）World Trade Organization, International Trade Statistics２００４

図表１３ 直接投資の推移比較

注）中国は暦年。
出所）中国統計年鑑（２００４年）、Economic Survey,２００３―２００４, Min-

istry of Finance

図表１４ 直接投資額（ネット）比較

注）暦年
出所）World Bank, World Development Indicators,２００４

図表１５ 直接投資（ネット）のGDP比推移

注）暦年
出所）World Bank, World Development Indicators,２００４

＊８ インド向けの国別直接投資は、１位がモーリシャスの８４億ドル、２位がアメリカの４１億ドルで、その後に日本、イギリス、韓

国が続く。セクター別では、電気製品、交通、通信、燃料などが多い。日本からのFDIは１８億ドル程度で、全体の５～６％程

度である。（Ministry of Commerce, １９９１年１月～２００４年６月までのフローの累計）。ちなみに１位のモーリシャスの人口１２２

万人の６８％がインド系である。
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（３）低い投資率

中国との格差をもたらしたもうひとつの要因と

して、中国の投資率がインドを圧倒していること

が挙げられる。インドの投資率は、GDP比２０～

２５％程度で推移している一方、中国は、１９９２年

以降３０％を超える投資率を持続している。中で

もここ数年は４０％を超えている（図表１６）。

その他のアジアのケースを見ると（図表１７）、

タイ、マレーシアの１９９０年代の高成長時代の投

資率は、やはり３０％を上回り、４０％を超えるこ

とがしばしばであった。逆にフィリピンのように

成長の低迷している国の投資率は、インド並みに

２０～２５％前後にとどまって推移していることが

わかる。

（４）生産性向上への障害：小規模企業
優遇政策

大企業の参入規制が工業部門の生産性の向上の

阻害要因＊９となっていることも中国との格差の要

因のひとつといえよう。インドは、小規模企

業＊１０を保護するため、１９６７年留保政策を採用し

た。留保品目に該当するものについては、大中企

業が販売することは可能であるが、生産はできな

いこととした。留保品目は、当初の４７から１９８４

年には８７３に拡大し、その後削減されているもの

の、現在でも６７５品目が指定されている。

（５）小さい工業部門のGDP比

中国との違いは、産業構造にも現れている。中

国の産業構造の推移を見ると、ここ２０年で農業の

比率が低下し工業の比率が上昇、そのGDPに対

する比率は５０％を超え、工業が経済を牽引して

いったことが窺える。サービスの割合も伸びた

（図表１８）。一方のインドは、農業の比率が低下

したものの、工業の比率はあまり変わっていな

い。２６％と、中国の半分弱にとどまっている。

他方、サービス業の比重が５割を越すという構造

になっている。

一般的に、国民所得の増大とともにGDPに占

＊９ 「留保政策は、国際競争力強化という課題に対して大きな足かせになっている…。（中略）また２００１年に留保品目から解除され

たとはいうものの、ガーメント、玩具、靴、皮革製品など労働集約的産業においてインドでは長い間中・大企業が参入できな

かったため、東アジア諸国との輸出競争において不利であった。」（絵所２００２a，p１６５）

＊１０ １９６６年当時資産規模７５万ルピー以下の企業。その後頻繁に上限が変更されている。

図表１７ 投資率比較

注）暦年
出所）World Bank, World Development Indicators,２００４

図表１６ 投資率（総固定資本形成対GDP比）の
推移比較

注）中国は暦年
出所）中国統計年鑑（２００４年）、Economic Survey,２００３―２００４, Min-

istry of Finance
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める農業の割合が低下し、次いで工業の比率が上

昇、さらにサービス業の比率が高まる傾向がみら

れ、いくつかの実証研究がなされている。図表１８

に見る結果は、インドが中国を越えて先進的であ

るということであろうか。しかし、GDPで比較

する限り実態は逆である。インド経済をサービス

業が牽引したという解釈もありえようが、中国と

の格差を見ると、むしろ、工業が伸びなかった分

全体が伸びず、サービスの比率が比較的高くなっ

た、という解釈の方が妥当に思える。逆にいうと

工業が伸びていれば、経済全体がもっと伸びてい

て、中国のような構造になっていた、と考えられ

るのではないだろうか。

第４章 将来への課題

現状でもGDPの６～７％成長は達成可能と言

われているが、それも最初に見たように、天候に

左右される農業のでき次第である。インドが安定

した成長を目指す上での課題につき以下考察した

い。

（１）工業部門の成長による経済牽引

第一に工業部門の成長による経済牽引を図るこ

とが重要であろう。上述のように、ITソフトウ

エア・サービス産業は、国際収支の面からは大き

な貢献をしており、今後とも成長の見込まれる産

業である。しかし、同産業の雇用は２００３年度で

８１万人と１０億の人口に比してあまりにも小さい。

また国内を含めた総売り上げは同年度には、１５５

億ドル、GDPに占めるシェアは２．６％にとどまっ

ている（図表１９）。今後これが２～３倍に拡大す

ることはあるかも知れないが、インド全体からみ

れば、雇用の面からも所得の面からも牽引車とな

ることは期待できない。中長期の持続的成長を達

成するためには、中国との対比で見る限り、工業

部門の成長が不可欠と思われる。

そのためには、 A資本財輸入を進めて国内製造

設備の近代化・競争力強化に努めること、 B関税

率の引下げによって原材料・中間財価格を低下さ

せ、競争力を強化すること、 C直接投資を推進し

て設備の近代化と高度な技術の導入に努めるこ

と、などにより、製造業を外国企業との国際競争

に晒して生産性を向上させることが必要ではない

か。多額の外貨準備が積み上がっており、市場開

放の結果として起こりうる貿易赤字の拡大は当面

十分吸収可能である。インドは２０００年以降、経

済特区の設立などを通じて積極的な直接投資の誘

致を行っているが、外資の出資比率、労働市場規

制、退出規制などにつき依然制限が多く、一層の

自由化が必要であろう。また、後述のインフラ整

備の強化も不可欠であろう。

（２）インフラの整備

インフラの整備は、インドが持続的な成長を達

成するために最も重要な課題のうちの一つであ

る。第１０次５ヵ年計画（２００２―０６年度）では、

図表１９ ITサービス産業（雇用、GDP）

出所）National Association of Software and Services Companies,
India

図表１８ 産業構造の推移比較

出所）World Bank, World Development Report,２００５
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目標に掲げた年率８％の経済成長を達成するた

めには、工業部門の年率１０％の成長が必要で、

そのためには特に電力と交通のインフラ整備の推

進が不可欠としている。

A 電力セクター

インドは２００３年度末時点で１１２，０５８MWの発電

能力を有する＊１１。１９９２～２００３年度の発電能力の

平均成長率は、４．１％であったが、そのスピード

は同時期の実質GDP平均成長率６．４％に比べて低

く、現在、全国平均で約７％の供給電力量不足、

約１１％のピーク電力不足に陥っている。第１０次

計画では、計画期間中に新規で４１，１１０MWの電

力供給能力の拡大を目指しているが、２００２、３

年度の２年間で同計画の約２０％程度（８，６４８MW）

しか実現できていない。また、地方の電化率は

３０％程度にとどまっている。また、電力供給体

制上の問題＊１２に加え、設備投資不足や経営能力

の不足に起因するシステミック・ロスは全国平均

で３４％に及ぶ。

このような状況を受けて、前政権は２００３年６

月に電力法を施行した。同法の骨子は、（火力）

発電の自由化、新設発電所の送電線へのアクセス

許可、州間を含む電力売買の自由化、電力料金の

適正化、SEBの改組などである。今後はコスト見

合いの電力料金体系に則って、民間企業による電

力セクターの運営参加が期待されている。しか

し、中央政府と州政府の間で、遂行期限付で各種

の目標を定めた合意書については達成の目処が立

たず、期限を延期する州が出てきているなど、電

力セクターの健全化には一層の努力が必要であ

る。

B 運輸セクター

道路、港湾、鉄道いずれも不十分といわれてい

る。なかでも、旅客輸送の８５％、貨物輸送の７０％

を担っている道路セクターの充実が大きな課題で

あろう。幹線道路は概ね開通しているが、道路輸

送量の約４割を占める国道についてさえ、往復４

車線以上の道路は総延長の１割程度である。舗装

率やメンテナンスが不十分なうえ、過剰積載する

トラックの過度な運行が舗装の劣化を早め、交通

渋滞を引き起こしている。道路輸送需要は今後も

増加を続けるものと見込まれるが、速やかな道路

整備が必要である。

（３）財政赤字と国内債務

上述のように不足するインフラの整備を行う上

で、財政手当てが必要である一方、国および地方

政府は大きな赤字を抱えている。ここ数年、州政

府を含めた一般政府の財政赤字はGDP比９％を

超えている。公的対外債務は問題ないものの国内

債務が大きく、公的債務は、２００３年度末でGDP

比８１．６％（内公的対外債務は同６．２％）となって

いる（図表２０）。中央政府は、２００３年、財政責任・

予算管理法（FRBM法）を制定し、毎年中期の

財政目標を作成し、四半期ごとにレビューを実施

＊１１ 内訳は、火力発電：６９．６％、水力・風力発電：２８．０％、原子力発電：２．４％。なお、火力発電燃料はほとんど国内産の石炭で

ある。政府は、水力発電のキャパシティーを拡大して、火力：水力の比率を６：４程度にしたいとしている。

＊１２ これまで電力セクターは太宗が州営の州電力局（SEB）によって運営されており、州政府の政治的意向を受けて、SEBは発電

コストを度外視した料金設定を行ってきた。また、いくつかの州に存在するIPPは、所在州以外の州に電力を売却することが

禁止されてきた。このような各種制度を受けて、当セクターでは州を越えた需給調整や適切な価格調整が困難な構造となって

いる。

図表２０ 一般政府財政赤字と公的債務
（GDP比、％）

出所）Reserve Bank of India, Annual Report２００３―２００４, Economic
Survey,２００３―２００４, Ministry of Finance
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しながら財政再建に取り組み、２００８年度末まで

に経常財政収支均衡を目指すこととした。州政府

は、中央政府からの税収移転割合の引上や、

VATの導入、対中央政府債務のリストラなどに

より赤字削減を図ることとなっている。

赤字削減が求められる一方で、インフラ投資は

持続していく必要があり、政府はこの難問の解決

を迫られている。今後財政赤字が一層拡大し、ハ

イパーインフレを招くといった懸念は大きいもの

とは考えられない。しかし、赤字が計画通りに削

減されない場合は、国内債務が増大し、借り換え

が難しくなったり、金利の高騰を招く事態も考え

られよう。財政赤字の動向には、引き続き注目し

ていく必要がある。
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